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うことである。35）
　企業の自主的な成長政策一それは所得拡大への基礎的条件でもある　　にとって欠くことのでき
ない意思決定事項に投資政策が挙げられよう。投資政策にとっての制約条件も数点列挙することがで
きる。企業所得に対する累進課税による投資資金の連邦投資基金への集中と集権的配分を第一の問題
として挙げなければならない。累進的課税による投資ファンドの集中に対して、企業のイニシアティ
ヴをそぐものであるとの批判が主に北部先進地域から50年代後半に提起され、61年に単一税率に置換
されるに至っている。そして収益性の高い企業や先進地域に有利に作用する所得分配の自動的機構が
ここに形成され、生産性向上というメリットを生み出すことになった。だが、他方で制御し難い高い
投資意欲を引き起こし、36）インフレ圧力を押し上げ、国際収支の悪化を招く遠因となったのである。37）
集権的投資配分が地域間の経済的較差を背景として政治的意思一致を確保することが困難となるや
（民族意識が絡んだ問題でもある）、63年末には後進地対策用の基金を除いて集権的な連邦投資基金が
解体されるに及んだ。
　第二に問題とされるべきは、企業内諸ファンドへの所得配分に対する制約、就中減価償却率の固定
化と使途の厳格な制限とである。しかし、この制約も企業所得の内部分配に関する法的拘束の緩和に
よって既に57年に先鞭をつけられ、61年の個人所得への法的規制の解除によって企業内所得分配が自
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由化されるに至っている。ここにおいて投資の自己金融化が押し出されることになったが、集権的投
資配分の廃止によって自己金融資金の蓄積、企業間融資、銀行からの借入等を通じた投資政策は個別・
企業の意思決定の対象と化したのである。
　さて、われわれは労働者自主管理の制度としての意義を最も視覚的に把握できる領域へ移ろう。そ
れは企業内の所得分配、とりわけ個人所得分配に典型的に示される。自主管理の制度化によって企業
所得の処分が自由裁量対象となったといえども、税制度等の行政的手段を通じて企業に課せられる負
担は多く残存した。そのことは企業収入（減価償却等の純経費は除く）に占める可処分所得の割合が
58年一30％、61年一50％、66年一60％という概数によっても示される。38）このことは逆の数字が社会
的ニーズに応えるものとして社会政治共同体等に吸収されていたことを物語り、50年代に限って言え
ぱ企業の手元に残される部分はほぼ個人所得ファンドによって占められていたことを意味する。た
だ、そのことは個人所得分配の規制を目的としたことを意味するのではなく、むしろ企業のファンド
蓄積に対する規制に主眼を置いた政策の結果であった。従って、ミクロ・レベルでの自主的意思決定
との軋礫を背景としながら、マクロ・レベルでの均衡成長指向的な政策形成が企てられてきたことを
も同時に意味するものであった。
　行政的に固定された所得部分と企業業績にリンクした可変所得部分とから個人所得が構成される二
重離は・5°年代における臥粥分配の特徴であ・た・39）固定醗というカテゴリーは雛保障報
酬基準の法制化に端緒をもつが、現実的にはこの最低基準を上回って個人に支払われるのが：常であ
り、その差額の企業間較差を統一的水準に維持するために考案された平均所得率概念によって固定所
得の統一的水準が具体化された。それは労働者の技能・資格水準に応じて9種の平均所得率をカテゴ
ライズし、統一的な算定基準としようとするものであった。だが、同一水準にカテゴライズされた職
域に幅があったため、さらにその中で細分化された職種毎の所得の加重平均がこの平均所得率に一致
すればよいという矛盾をもっていた。その結果、企業がそれぞれの職務評価に基づく職務所得率を詳
細に策定することを可能し、平均所得率の意義が失われることになり、50年代末には企業独自の職務
所得率に代位されるようになっていたのである。40）
　職務評価基準に沿った個人所得分配の波及に応じて固定所得に対する平均所得率の意味が実質的に
失われるや、61年には個人所得を行政的に固定する規制は撤廃されざるを得なくなっていた。その結
果、自主管理機関に課せられる唯一の強制的拘束は最低保障報酬基準だけとなったのである。41）
4　自主管理組織の形態変化
　以上のように、自主管理が自主管理として機能しうるためにとられてきた制度的制約条件の解体
は、行政的規制措置を解除し、労働者管理企業を市場型経済装置を媒介として結合・統合させていく
システムによって国民経済を完結せしめることを意味していたと言える。このことが自主管理の組織
形態に如何なる影響をもたらしたのか。われわれは次にこの点を検討しなければならない。
　経済が成長するにつれ、それを可能とする生産力を維持するには経済的単位たる企業の規模が膨脹
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し複雑な構造をもたねばならなくなることは経験的に承知しうるところである。ユーゴの企業とて例
外ではない。とりわけ後進的経済構造であった国一ユーゴがその急成長をはかるには生産性向上へ
直接連なる経済構造を要求されざるを得なかった。このことが自主管理に対して及ぼす技術的意味で
の影響は明らかである。企業規模の肥大化と企業の内部構造の複雑化とは、そのままでは直接的な自
主管理を可能とする条件を奪っていくことを意味した。自主管理への距離が遠のき、直接自主管理を
実現しようとする志向性は否定され、自主管理がより間接化されざるを得なくなる。　「部門別（労働
者）評議会は1955年に、労働者集団のできるだけ多くの人々が、企業管理に参加するために設けられ
た。それは労働者集団と企業管理を直結することによって、労働者自主管理の性格を変えるようにな
った。」42）
　このような考え方は、一般労働者から選出された労働者評議会によって専門的諸決定がなされなけ
ればならないというもう一方での技術的問題に対してもひとつの解答を与えた。すなわち、労働者評
議会を小委員会制度によって運用し、専門的決定に対する熟慮・知悉への配慮と労働者の幅広い委員
会参加として具現される。こうした経緯を分権化として処理することは易しい。だが、そこには企業
の経済効率との衝突という必然的な副産物が生じてこざるを得ない。このことは自主管理の制度化に
際して予め想定されておかなければならなかったことであり、ユーゴの如き意思決定様式をとる以上
不可避の問題であった。全員が意思決定に参加しうるユーゴ型の企業では、彼らの意向を無視したま
まで自主管理機関が独自に意思決定を行なえば企業活動を阻害する結果を招き易い（例えばストライ
キ）。従って、この意思決定方式をより徹底化して広汎な意思一致を獲得することが逆に、ユーゴ型
企業の場合、経済効率を高める結果を得るのである。43）
　以上のような方向性を労働者自主管理の垂直的直接化一深化と把握しうるなら、水平的拡延は全機
関・全組織への自主管理の適用である。当初、労働者自主管理は経済活動を担う企業組織によって遂
行されていたが、63年の憲法改正によって経済企業に加えて、公共サービス・教育・文化・調査研究
等に携わる機関・組織へと拡大され、その総称名として「労働組織」（radna　organizacija）という用
語が公式に付与された。さらにこの措置によって、あらゆる組織で働く労働者集団には「労働共同
体」（radna　zajednica）という名称が冠されることになった。このことは労働者自主管理が実験的段
階を経て全般的に展開され始めたことを如実に示すものである。この時から現在へと至る組織形態上
の変化が「自由な生産者の連合体」創出へ向けて展開することになった。
　これら組織形態の変化が国民経済編成原理とどのような矛盾関係として展開するかについては次項
の課題として残されるが、その解明のための基礎的検討を更に進めねばならない。
　先に自主管理の直接化＝垂直的深化、すなわち組織形態的には意思決定の分権化と把握できる初発
の形態を概要的に示したが、記述を続けるなら部門別分権化と並行して50年代末に新たな組織がカテ
ゴライズされてくる。5°）それは「経済単位」として知られる。端緒的には企業活動の合理化のために
とられた措置であり、記帳と計算のための単位として位置付けられ、ほぼ部門（department）に相当
する単位と理解できる。経済的分権化の進行に伴って企業の独立性が高まり国家の直接的介入が後退
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していく反面、企業活動への自己の責任が重くなり国家保障が減少していく。個人所得が企業業績に
依存せざるを得ない条件下では、意思決定過程への労働者の直接的参加欲求が勢い高揚せざるを得な
くなるし、その必要性も高められる。このような背景が「経済単位」をして新たな自主管理単位＝意
思決定単位へと駆り立てたのである。
　65年の企業基本法においてこの動向を明確に事後承認し、その結果確定された組織形態が「労働単
位」（radna　jedinica）である。実態的にも理論的にも経済単位の継承であることは言うまでもない
が、自主管理権限が上から委譲されてきた過去の経緯と異なる点は、労働単位が自主管理のための基
本的な組織形態であり、企業が労働単位から構成される共同体であると定義付けたことである。この
ことは理念上の転換をも意味していたと言えるのである。そして、この共同体こそが社会有生産手段
を利用して働く「勤労者の自由な連合」を表現するものと把握されたのであった。
　労働単位は全面的な自主管理権と完全な自治権とを有すると想定されているが、このことは労働単
位が市場において独立して活動できる経済的・技術的完結体と規定されることによって裏付けられて
いる。この単位体の中で生産者、勤労者はより直接的な自主管理権限を行使するよう求められてい
る。しかし、このことを可能とするには人員規模が大き過ぎ、しかも技術的過程としては分離し得な
い場合に「計算単位」（obra6unske　jedinice）に分割される。こうして労働単位は67年段階で約2千の
企業に87，998（一企業平均44単位）が形成されるに至っている。45）
　以上の過程は既述したように自主的意思決定・管理の直接化のためにとられた措置であり、自主管
理単位の細分化過程として把握することができる。従って、この過程は反面において細分化された単
位間の調整・統合の装置を必要としていることを意味している。だが、理念的には「自由な生産者の
連合」した「労働共同体」であったにせよ、現実の統合装置としては具体的内容を与えられていな
い。自主的意思決定・管理の直接化は具体的であったとはいえ、統合のための編成基軸は抽象的であ
ったのである。ここに実に多様な摩擦・対立の顕在化する間隙を与えざるを得ない状況を生み出すに
至った。46）
　以上の展開過程を「分配機構発展史」と表現する論者もいるが、47）企業における意思決定が水平的
には多元的に遂行されると同時に、垂直的構造として眺望すれば重層構造として把握できる。因みに
1966年に行なわれた連邦統計局の調査によれば、千人以上の規模をもつ企業516社のうち408企業が
二段階、69企業が三段階、5企業が四段階の意思決定構造を有していた。単一の集権的中央自主管理
機関のみによって遂行されていたのは残る34企業（6％強）にすぎない。48）しかし、最終的意思決定
がどの段階でなされるのかという実質的領域に一歩踏み込むならば、理念的に装置化される意思決定
単位の細分化は有効に機能していないと言える。70年の調査に従うと、中央の意思決定機関から下位
のそれへと権限委譲が実施されているのは、対象となった8，114の企業のうちの二割弱、1，454企業
のみにすぎない。49）（但し、　「最終的」という意味では最高決定権は労働者集団に与えられており、
全体投票等によって遂行されるよう規定されている。）「企業における影響力構造に関してこれまでな
されてきた経験的調査は次のことを示している。形式的な自主管理構造はしばしば自主管理理念にそ
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ぐわない実質的関係を隠蔽していること企業の専門的経営者の影響力は余りにも強大すぎ、労働者の
それは余りにも小さすぎること；労働者は自らの役割に満足していないこと；労働者は自らの自主管
理権の実現を要求していること、である。」50）
　発展史においてみられるこうした自主管理の不徹底さを排除していくためには組織的に柔軟な構造
を許容せざるを得ないだろう、という認識を表現したものが、68年に実施された63年憲法の修正であ
る。その中の修正XV、及び65年企業基本法の改正（68年）によって具体化された大きな変化は、組織
編成上の任意性を労働者集団に認めたことである。そこでは労働者評議会が必須の基本的自主管理機
関と規定されているが、それまで法定されていた執行機関としての管理委員会が設置上任意の機関と
されている。労働者集団のとる組織形態・管理形態・企業活動範囲・意思決定様式・自主管理機関の
任期・選出方法等が労働者集団固有の専決事項として付与され、自らの欲求と責任とをこれらの諸事
項を通じて表現することが可能となった。労働者集団の意向を表現するうえで大幅な自由が獲得され
たと評価されている。この修正XVは専門的管理スタッフを集団的管理主体として自主管理システムの
内に包摂すべきか否かを巡って混乱を招くところとなったが、このことは自主管理サイクルと位相を
異にしてきた専門的企業管理サイクルを自主管理システムのうちに如何に位置付けるべきかを改めて
問題としていること、及びこの両者の融合を制度的に保証しない限り企業体の機能は十全でありえな
いことを意味する。それは素朴な自主管理の段階から、複雑な再生産構造を自主管理によって現実的
なレベルで機能させていくための方策でもあった。
　60年代後半に明らかにされてきた動向は直接自主管理を技術的に可能としうる単位に自律性をもた
せようとする意図を反映したものであった。しかし、こうした自主管理単位が市場において独立して
行動できる経済的・技術的完結体であると規定されたとき、市場を有効に誘導しうる装置が予め用意
されていない限り、自主管理のための各単位体は市場法則に規定された行動をとらざるを得なくなる。
5　結　　び
　労働が社会的に組織された労働の成果を取得する唯一の基礎である（63年憲法前文）と共に、労働
と労働の成果のみが人間の経済的・社会的地位を決定し（74年憲法前文）、更には「社会主義の最高の
目的は人間の個人的幸福である」51）（58年共産主義者同盟綱領）と規定する時、そしてこの労働を実
現しその成果を自主的に処分して個人的幸福の物的条件を確保する基本的な場が労働者管理企業でし
かないとするなら、労働者管理企業は可処分所得の極大化を基本的行動原理とせざるを得なくなる。
前項までみてきたところによれぽ、企業はこのように行動する以外に生き残る道を与えられていない
とも言える。それ故に、この行動論理に従えば、そこに働く労働者を個別的利益集団という範疇に包
括することが可能となる。この仮定に立てば、国営企業から自主管理企業へと自立させられていく過
程が、反面で労働者管理企業の有する個別的自己利害の国民経済的要請からの離脱過程を用意してい
く過程であると想定できる。
　国民経済制度の変化が国民経済編成機構と労働者管理企業とのフリクションによって惹起されると
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みる論理の基底に、労働者自主管理が譲ることのできない理念であり、その実現をめぐって国民経済
の編成機構が絶えず変化させられていくという粗暴な仮説を敷くことができる。自主的意思決定が大
幅に許容される時、労働老管理企業は個別的な行動論理をもつことを余儀なくされ、その結果個別の
行動論理との衝突によって国民経済的な統合装置がそのままでは機能をマヒさせられることになる。
ここから逆に問題を設定するなら個別的な行動論理をもつ可能性のある労働者による自主管理はどの
ような国民経済秩序の下に統合されうるのかという不可避の問題にぶつからざるを得ない。その意味
では、自主管理が制度的に精緻化される過程において個別化されてきた自主管理単位を包摂する機構
を明らかにしてこそ、自主管理の制度的可能性が試されるであろう。
　分権的計画経済として出発したはずのものが既に50年代半ばには実効力を有し得ないものとなって
いた。そのことは、50年代の急速な経済成長が経済動向の複雑さ・多様さを引き起こし、単純な計画
化では対処しきれない事態を招いていたことによっても立証される。同時にこのことは、処理すべき
情報量の増大に処理能力が追い付かず、経済予測をほぼ不可能としていたことをも物語っている。
　また他方、国民経済計画に沿って企業を誘導する統制権限を保持しつつ、市場の発するシグナルに
応じて企業が独立に機能しうるように数多くの政策手段が用いられてきた。だが、分権的意思決定の
合理性を破壊せず労働者自主管理の理念の生命を奪うことなしに、どの政策用具をどのように適用す
べきかについての体系的解決策は示されてこなかった。換言すれば、計画の実効手段としての諸経済
政策が十分研究され準備されたうえで有効に適用されることのないままに、国民経済秩序の調整はな
し崩し的に市場に委ねられていたのである。その結果、計画それ自身の信頼度が低下し、計画の誘導
手段として位置付けられていたはずの経済政策の有効性までが失われざるを得なかった。多元的計画
としての「部分的計画化は60年代に破綻したことが証明された。」52）それは、経済システムが計画によ
って調整される代わりに計画が経済システムの用具となるべきだとする共産主義者同盟第8回大会
（64年）の決議に如実に看取しうることでもあった。53）
　計画の代替的補完装置と性格付けられた市場が国民経済に挿入されてきたことについては既に触れ
た。　「市場は労働集団が……経済効率と主観的満足規準との問の彼ら自身のバランスを見出すことを
可能ならしめる」54）とする評価、或いは計画主体の現有技術水準での情報処理能力の不十分性の故に
市場が存在するとみる見解、また消費老の選好基準を生産者に知らしめる有効な手段であるとの機能
評価等々に、市場経済の存在を合理化する論拠を見出すことは可能である。だが、国民経済秩序の基
軸的装置として計画を機能させえないままなし崩し的に市場に依存し、しかも61年の経済小改革によ
って開放経済へと転ずる時（65年経済改革によって本格化）、55）そこに見出せるのは、計画的規制のな
いままに市場競争を強化することによって経済効率を向上させんとする政策選択である。
　以上のことは、労働者管理企業の経済効率・生産性を国際水準に引上げさせる政策が市場によって
各企業に強制されたことを意味する。と同時に、経済成長によって必然化する経済構造の高度化、労
働組織の大規模化・複雑化はその経営管理に当って高度の専門的知識水準を要請する。それ故に、市
場から強制される意思決定の迅速性は意思決定プロセスの長い企業にとって避けることのできない拘
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東力として作用するに至る。その結果、自主管理を生み育ててきた人々の最も危惧する傾向を不可避i
の現象として顕在化せしめたのである。まさしく、官僚主義的・テクノクラート的支配の貫徹せざる
を得ない条件がここに発生した。この現象は、自主管理理念と衝突する経済効率問題を敢えて無視す
れば国際収支の一一teの悪化に寄与するばかりであるようなディレンマとして、為政者に認識されざる
を得なかった。
　自主管理の主体性を保証するために与えられた自律性・独立性は、こうして市場から強制される競
争原理・効率化指向を媒介とすることによって排他性へと転ずる可能性を現実のものとするに至る。
生産性向上を図るためになされる資本集約的投資行動は、個人所得分配上の利害と相乗して新規参入
者を排除し失業問題を深刻化させるばかりであってみたり、或いは投資量・投資効率の違いを温存し
て企業所得較差のなお一層の拡大に献ずるばかりであったりする現象が一般化するのである。
　自主管理に主体性を与えるためにとられた（否、集権的計画経済と市場経済としか範をもたなかっ
た状況からすれば不可避の選択であったかもしれない）市場が、逆に国民経済を混乱させ、混乱を収
拾しうる策を見出せないままに自主管理制度それ自体を否定せざるを得ない状況に追い込まれたと考
えることができる。それ故に、自主管理を否定するという結果を引き起こすことによって、それでも
なお自主管理にこだわり続ける限り、市場それ自体が逆に否定されざるを得なくなるであろう。
　このように自主管理企業の行動を通じて計画と市場との代替的補完の困難さ、ディレンマに改めて
直面させられたのであるが、これに対しユーゴの経済論者から理論的に完全な解答が提示されている
というには程遠い。われわれは国民経済の編成原理と自主管理の組織形態との無矛盾的関係を想定し
てきたのではない。むしろ相互否定的関係として把握してきた。こうして明らかとなった局面の限界
に対応して新たな発展段階が築かれる。この新段階の分析には別稿が用意されなければならない。
注1）1950年6月27日、「労働集団による国家経済企業及び上級経済連合の管理に関する基本法」（所謂「自主
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　2）　企業の定義については次を参照。中村瑞穂「経営管理論序説」、亜紀書房、1975，P・138。
　3）　Dav…d　S．　Riddell，　ctSocial　self－management；the　background　of　theory　and　practice　in　Yugoslav
　　socialism，”The　British　Journal　of　Sociology，　voL　XD（，　no．1，1968，　P．58・
　4）　島袋嘉昌「労働者自主管理と労働者福祉」、日本労働協会雑誌第191号、1975，2，pp・16－17。
　　　コミンフォルムとの決裂経緯については以下を参照。
　　岩田昌征「労働者自主管理一ある社会主義論の試み」、紀ノ国屋、1974，pp・141－152。
　　G・マルチネ「五つの共産主義」（上）、岩波新書、1972，pp・162－177。
　　Geore　W．　Hoffman＆Fred　W．　Neal，　Yugoslavia　and　The　New　Communism，　Twentieth　Century
　　Fund，　New　York，1962，　pp．113－118．
　5）　D．S．　Riddell，　op．　cit．，　P．53．
　6）　D．S．　Riddell，　ibid．，　P．54．
　7）　Drago　Gorupi6，　ctLe　developPement　et　les　problemes　de　1’autogestion　en　yougoslavie，”Etatisme
　　et　Autogestion－bilan　critique　du　socialisme　yougoslave（Rudi　Supek），1973，　P．146，
一171一
　8）　ユーゴ共産主義者同盟第9回大会でのチトー大統領の演説（1969．3．11）。島田浩訳「ヨシプ・プロズ・
　　チトー」、恒文社、1974，pp．36－37。
　9）Mirko　Popovi6，くSelf－management　has　passed　the　test　before　history，”Socialist　Thought　and
　　Practice，　voL　15，　no．6，1975，　p．20．
10）　岩田昌征、前掲書p．159。
11）村田陽一訳「ユーゴスラヴィアの共産主義」、大月書店、1958，p．126。
12）　オタ・シク著、條田訳「新レい経済社会への提言」、日本経営出版会、1976，pp．164－167、参照。
13）B「ank°H°・vat・“tY・g・・1・v　ec・n・mi・p・1i・y　i・・h・p…－w・・p・・i・d・P・・bl・m・・idea・，　i…i…i・n・l
　　development，”American　Economic　Review，　vol．　LXI，1971　June，　p．78．
14）George　W・Hoffman＆Fred　W．　Neal，　op．　cit．，　PP．176－179
15）本稿は主に経済企業での自主管理を巡る問題を主題としているため、社会主義的民主主義の最も明白な
　　表現である政治的意思決定の機構については触れないが、この生産者代表による意思決定形式は市民権の
　行使とは別に以後一貫して議会制度に組み込まれることになる。例えば、名内正晴「ユーゴスラビアの新
　　憲法」、法律時報、1975年1月、pp．125－130を参照。
16）　労働集団が議会への生産者代表の選挙母体であること等を勘案すれば、単純な政経二分法はユーゴの実
　態に則しない。むしろ勤労人民の政治的主権と経済的主権とを体系的自主管理制度として融合させようと
　　するのがユーゴの方針である。
17）岩田昌征「社会主義の経済システムー現代・計画・市場」、新評論、1975，p．253。
18）　Branko　Horvat，　oP．　cit．，　P．81．
19）．「計画的結合と市場的結合という本質的に正反対のものが機能的に結合されるということは一見したと
　　ころ背理にみえる。しかし、もともと市場と計画とは同一機能を果すものだから、代替可能なのであって、
　従って又、相互補足的結合が可能である。」岡稔「社会主義経済論の新展開」、新評論、’1975，p．161。
20）基本比率（basic　proportion）について詳細は以下を参照。
　　Charles　P．　McVicker，　Titoism－Pattern　fQr　International　Communism，　St　Martin’s　Press，　New
　York，1957，　pp．79－80
　　岩田昌征「社会主義の経済システム」、pp．298－302。
21）Charles　P．　McVicker，　ibid．，　P．89．
　　価格自由化の波の中で基礎産業育成のためにとられた独占創出政策の当然の結果であったとする指摘も
　ある。その背景には「急速な産業化が発展を生み出す」とする発展哲学が支配的であった。Branko　Horvat，
　0P．　cit．，　P．92
　　なお、以下の文献によると価格騰貴は平均で300％であった。
　Jan　Vanek，　The　Economics　of　Workers’Management：AYugoslav　Case　Study，　George　Allen＆
　Unw三n，　London，1972，　p．71．
22）Benjamin　Ward，更Workers’management　in　Yugoslavia，”Journal　of　Political　Economy，　vol．　LXV，
　no．5，1957，　pp．385－386．
23）Deborah　D・Milenkovitch，　Plan　and　Market　in　Yugoslav　Economic　Thought，　Yale　U　P．，1971，
　P．294．
24）D．D．　Milenkovitch，　ibid．，　P．148．
25）　エヌ・ア・ツァゴロフ編、浅原・中野訳「社会主義経済学」（上）、産業協同出版部、p．119。’
26）Charles　P．　McVicker，　oP．　cit．，　P．88－89．
27）D．D．　Milenkovitch，　op．　cit．，　P．120．
28）実質的にそうであるか否かは別として、ユーゴでは「賃金」という用語は1957年以降用いられていな
　い。それは「個人所得」という概念に置き換えられている。
一172　一
29）　ILO編、高橋・高屋訳「ユーゴスラビアの企業における労働者自主管理制度」、至誠堂、1974、　pp・
　　290－292。
30）
31）
32）
33）
34）
35）
36）
　Branko　Horvat，　op．　cit．，　p．82．
　二神恭一「労働者自主管理の参加的側面」、組織科学、vol．）q，　no．2，1977，　pp．52－56を参照。
　D．D．　Milenkovitch，　oP．　cit．，　chap．9（PP．227－249）．
　Jan　Vanek，　op．　cit．，　pp．281－282．
　Branko　Horvat，　op．　cit．，　p．111．
　新製品に対する統制が緩やかであったため、製品の部分的手直しによって新製品とし、統制から逃げる
手立てを講じていた。このようにして、1964年には2万5千種が新製品として売り出されている。
　「一般に……ユーゴの企業は状況が許す以上に高い資本集約的傾向を顕著に示している。」Jan　Vanek，
　　op．　Clt．，　p．274．
37）　Jan　Vanek，　oP．　cit．，　P．74．
38）Howard　M．　Wachtel，　Workers’Management　and　Workers’Wages　in　Yugoslvia－The　Theory
　　and　Practice　of　Participatory　SQcialism，　Cornell　U．　P．，1973，　pp．114－115．
39）Howard　H．　Wachtel，　ibid．，　PP．101－114．
40）可変所得は企業所得の諸ファンド分配後に生じた残余を源資としており、通常ではこの部分が個人所得
　　総額の10％前後に及んでいた。
41）
42）
43）
44）
島袋嘉昌「労働者自主管理制度と賃金制度の特質」、一橋論叢第74巻第1号、pp．118－127を参照。
ILO編「労働者自主管理制度」、前掲書p．93。
岩田昌征「社会主義の経済システム」、p．274。　　　　　　　　　　　　　　　幽
以下の経緯については次に詳しい。
Drago　Gorupi6，　tcThe　develoment　of　the　self－managing　organization　of　enterprises　in　Yugoslavia，”
　　Yugoslav　Survey，　voL　XI，　no．3，1970　Aug．，　pp．1－16．
45）　Ivan　Pa｝，　ttThe　organization　of　self・management　in　enterprises，”Yugoslav　Survey，　vo1．　X旺，　no．
　　1，1971Feb，，　p．42．
46）　Richard　P。　Farkas，　Yugoslav　Economic　Development　and　Political　Change：the　relationship
　　between　economic　managers　and　policy－making　elites，　Praeger，1975，　PP．19－50．
47）　Aleksander　Bajt，くくDecentralized　decision－making　structure三n　the　Yugoslav　economy，”Economics
　　of　Planning，　vol．　V∬，　no．1，1967，　p．80．
）））??Jan　Vanek，　op。　cit．，　p．86．
Milojko　Drulovi6，　L’autogestion　ti　l’epreuve－Le　modele　yougoslave，　Fayard，1973，　P・14
Drago　Gorupi6，0p．　cit．，　p．14．
具体的調査例を参照しうる文献として以下を見よ。
Veljko　Rus，”lnfluence　structure　in　Yugoslav　enterprises，”Industrial　Relations，　voL　D（，　no・2，
1970，pp．148－160．
　Josip　ObradQvi6，くくParticipation　and　work　att三tudes　in　Yugoslavia，　Industrial　Relation，　vol・D（，
no．2，　pp，　161－169．
51）
52）
53）
54）
55）
村田陽一訳、「ユーゴスラヴィアの共産主義」、p．126。
D．D．　Milenkovitch，　op．　cit．，　p．297．
Branko　Horvat，　op．　cit，，　p．84．
Jan　Vanek，　op．　cit．，　p．45．
65年経済改革については以下を参照。
Stella　Margold，”Yugoslavia’s　New　Economic　Reforms，”American　Journal　of　Economics　and
一173一
　　SociQlogy，　vol．　XXVI，　no．1，1967，　pp．66－67．
　　　　Ljubomir　Veljkovi6，　tcThe　meaning　of　the　economic　reform　in　Yugoslavia，”Soc三alist　Thought　and
　　Practice，　no．19，1965，　pp．3－12．
参考：詳細な経済分析については以下を参照。
　YUGOSLAVIA：Develoment　with　Decentralization，　report　of　a　mission　sent　to　Yugoslavia　by　the
World　Bank，　The　John　Hopkins　U，　P．，1975．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．（博士後期課程2年）
一174一
」
